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〔要　　　旨〕

１　02年度に始まった景気回復が06年度も続き，06年７月にはゼロ金利政策が解除された。
ゼロ金利政策解除後に金利が上昇し，流出が続いていた定期性預貯金に資金が戻りつつあ
る。金融機関では預貸金利ざやが伸び悩むなか，手数料ビジネスに力を入れている。農家
経済をみると可処分所得が前年比で減少し，厳しい状況が続いている。

２　家計部門の金融資産は06年度には増加傾向で推移し，07年３月末には年度末としては過
去最高の1,533.4兆円となった。現金・預金では残高の前年比減少が続いているが，投資信
託受益証券，保険・年金準備金，国債・財融債では残高が増加した。なお，家計の保有す
る市場性金融商品の残高が増加するなかで，株式の残高は価格変化分を除いても前年比で
減少している。

３　農協貯金の前年比伸び率は05年度から低下してきたが，一般貯金の前年比増加額が拡大
したことと，公金貯金が前年比減少から増加に転じたことにより，06年度下期に上昇に転
じた。伸び率の上昇は07年度に入っても続いている。ただし，06年度末の農協の一般貯金
と国内銀行の個人預金の伸び率を地域ごとに比較すると，農協が国内銀行を下回っている
地域が多い。

４　家計部門への貸出金をみると，06年度の前年比伸び率は低下傾向にあり，マイナスに転
じた。民間金融機関の住宅貸付の伸びにブレーキがかかったことに加え，消費者信用や個
人事業者向けの資金が含まれる企業・政府等向けの不振が響いたことが影響している。住
宅資金の伸び率低下の背景には，長期金利の先高感にもとづく需要が前年度より落ち着い
たこと，住宅ローン担保証券の市場拡大などがあげられる。

５　農協貸出金（公庫・共済・金融機関貸付を除く）の前年比伸び率は，05年度ではマイナス
で推移していたが，06年度に入ると回復し，その後は上昇傾向にある。自己居住用住宅資
金や県市町村・公社公団貸付が大きく伸長し，農協貸出金を引き上げている。他方，厳し
い農業情勢のなかで，他行の攻勢がみられる農業資金では減少幅が拡大している。農業担
い手や農業法人に向けた営業体制を強化することが重要な課題だといえる。

2006年度の農協金融の回顧
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01年から実施されてきた量的緩和政策が

06年３月に解除されたのに続き，06年７月

にはゼロ金利政策が解除された。

農協貯金の前年比伸び率は，06年度半ば

にいったん低下したが年度下期に回復し，

07年３月末に1.7％となった。農協貸出金

（公庫・共済・金融機関貸付を除く，以下同じ）

は，06年４月に前年比増加に転じた後，年

度中上昇を続け，07年３月末に2.3％とな

った。

本稿では，回復傾向にある06年度の農協

金融の動向について，農協金融を取り巻く

環境，個人金融資産の状況，他業態金融機

関の動向を踏まえて分析する。

（１） 一般経済の動向

02年度から始まった景気回復は06年度も

続き，いざなぎ景気を超えて戦後最長とな

った。06年度の実質GDPの伸び率（総務省

発表，二次速報値）は，2.1％で潜在成長率

を上回る成長を実現している。

株価は年度初めから６月にかけて下落し

たが，それ以降上昇に転じた。07年２月に

は約６年９か月ぶりに18,000円台を回復し

た。

下落が続いていた公示地価は，07年１月

に全国ベースで上昇に転じた。ただし，上

昇した地域は大都市および地方中核都市に

限られている。

財務省の法人企業統計によると06年度の

企業の当期純利益は，28.1兆円であり過去

最高となった。好調な企業業績を背景に，

雇用・所得環境が改善していることなどに

より，06年度の家計の可処分所得は前年比

１％増加した。

しかし，景気が全国均一に回復している

わけではない。鉱工業生産指数，有効求人

倍率，完全失業率などの経済指標によると，

製造業が好調で雇用情勢が良好な東海・北
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陸・近畿地方に対して，景気は回復しつつ

あるものの有効求人倍率が1.0に満たず失

業率が高い北海道・東北・九州地方という

地域差が生じている。

（２） 金融動向

日銀は，06年３月に景気が着実に回復を

続けているとして，量的緩和政策を解除し

た。06年度に入っても経済情勢の改善が続

き，06年７月にゼロ金利政策を解除して，

金利の誘導目標を0.25％に引き上げた。07

年２月にも再利上げを行い，誘導目標は

0.50％となった。

金融庁は05～06年度に金融改革プログラ

ムを実施した。そのなかで，地域金融機関

に対して，中小企業金融の円滑化を促した

ことにより，独自の融資商品増加，動産担

保融資件数の増加などの実績が上がった。

全銀協に加盟している銀行の06年度の決

算をみると，経常利益は４兆3,111億円で，

前年度比△4,393億円の減益となった。た

だし，投資信託の販売等が堅調であり，各

種手数料等の収支を示

す役務取引等利益は前

年比4.4％増加した。

こうしたなか，投資

者保護を目的とする金

融商品取引法が06年６

月に成立した（07年９

月施行）。また，07年

３月期から新BIS規制

に従った自己資本比率

の算出が開始された。

（３） 農家経済の動向

農協の資金動向に影響を与える農家の家

計動向について，農林水産省「農業経営統

計調査」からみることにする。

06年の全国の販売農家１戸当たりの収支

をみると，総所得の前年比伸び率は△3.2％

と減少が続いている（第１表）。稲作，畜産

物の収入が前年比△3.9％，△1.8％と減少

したが，野菜，果実の収入が同8.3％，8.5％

と大きく増加したため，農業所得は同0.3％

とわずかではあるが３年ぶりに増加に転じ

た。他方，農外所得が△6.9％と大きく減

少したことにより，可処分所得の減少が続

き，農家経済の厳しい状況が続いている。

ただし，地域別にみると，農業所得が増加

した北海道，年金等の収入が増加した関

東・東山で可処分所得が増加している。

また，農林水産省「農業物価統計」をみ

ると，農業生産資材価格指数は06年まで４

年連続で上昇した。農業生産資材の価格上

昇は経営費の上昇に直結するため，農業経

営環境は厳しさを増している。
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０６年 
実数 

前年比 
伸び率 

第１表　販売農家の家計動向（販売農家１戸当たり平均） 

資料　農林水産省「農業経営統計調査」および「農業経営動向統計」 
（注）１　０６年の実数は各四半期ごとの概算収支の単純合計であるため, 在庫増減等が含まれ

る０６年の年間数値（０７年末公表予定）とは異なる。 
２　０１～０４年までの前年比伸び率は「農業経営動向統計」の数値による。 
３　０４年１月調査から調査対象の世帯員の範囲が農家世帯員から農業経営の経営主夫婦，
および農業の年間従事日数が６０日以上の世帯員へと限定された。そのため，調査対象
ではない農家世帯員の収入が含まれないことになった。         

（単位　千円，％） 
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農協信用事業の主要な利用者は個人組合

員であるため，本節では家計部門が保有す

る金融資産の動向，業態別個人預貯金の動

向，および市場性金融商品の状況について

みることにする。

（１） 家計部門の金融資産の動向

四半期ごとに公表される日銀の資金循環

統計によると，家計部門の金融資産の残高

は03年９月末から前年比増加が続いてい

る。07年３月末の残高は，年度末としては

過去最高の1,533.4兆円となり，前年より

0.8％増加している（第２表）。

07年３月末の金融資産の内訳をみると，

前年に比べて残高が最も増加したのは，銀

行窓販が好調な投資信託受益証券（以下

「投信」という）である。家計の保有する投

信残高は前年から13.5兆円増加し，過去最

高の68.4兆円となった。投信に次いで前年

比増加額が大きいのは，保険・年金準備金

（9.0兆円），国債・財融債（5.4兆円），現金

（0.7兆円）となっている。

逆に，株式（△9.5兆円），預金（△0.5兆円）

は残高を減らしている。株式は価格変化分

を除いても減少しており，家計が株式を売

り越している。

寄与率からも明らかであるが，06年度の

家計の金融資産の増加は株式以外の市場性

金融商品の増加によるものである。

（２） 業態別個人預貯金の動向

日銀のマネーサプライ統計から06年度の

預金の動向をみると，定期性預金離れが止

まり，預金が流動性から定期性へシフトし

ている（第１図）。06年10月には準通貨（定
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資料　日銀『金融経済統計月報』              
（注）　金融資産には表掲載以外の科目が存在するので内訳の計は合計とは一致しない。  

第2表　家計部門の金融資産の動向 

金融資産合計     
（価格変化分を除く）     
　株式以外合計    

　　うち現金・預金   

　　　　現金  
　　　　預金  

    　　　　流動性預金 
    　　　　定期性預金 

　　　　外貨預金  

　　国債･財融債   
　　投資信託受益証券   
　　（価格変化分を除く）   
　　株式   
　　（価格変化分を除く）   
　　保険・年金準備金 

０７年 
３月末 構成比 ０７．３ ０７．３ ０５．３ ０６．３ ０６．６ ０６．９ ０６．１２ ０７．３ 

前年比伸び率 残高 前年比 
増減額 寄与率 

（単位　兆円，％） 

２　個人金融資産の動向
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3.3％へと低下した。その間に，定期性と

流動性をあわせた国内銀行の個人預金の伸

び率は1.8％から2.5％へと上昇している。

国内銀行と同様に農協および信金において

も，定期性の伸び率の回復と流動性の伸び

率の低下，および預貯金全体の伸び率の上

昇がみられる。

郵便貯金は満期を迎えた定額貯金の流出

が続いたため，前年比伸び率は06年度もマ

イナスで推移し，07年３月末の残高は前年

から13.3兆円減少して187.0兆円となった。

ただし，定期貯金については，全国の郵便

局で推進を強化しており，06年度に1.6兆

円増加した。

（３） 市場性金融商品の状況

定期性預貯金の金利が上昇したとはい

え，家計はより高い利回りを求めて市場性

金融商品の保有を増やしている。また，預

貸金の利ざやが伸び悩むなかで，金融機関

は手数料ビジネスに力を入れている。以下

では商品別に06年度の状況をみることにす

る。

個人向け国債は，累計の販売残高は増

加しているが，06年度下期には販売額が

伸び悩んだ。06年７月発行分の販売額は

２兆円を超えたが，06年10月，07年１月

発行分はともに１兆５千億円台にとどま

った。

投信は，各業態とも預かり資産残高を

伸ばした。そのなかでも05年10月に窓口

販売を開始した郵便局で残高が大幅に伸

びている。郵便局の残高は06年３月末の
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期性預金など）の伸び率は前年比伸び率が

マイナスからプラスに転じ，06年12月には

預金通貨（流動性預金など）の伸び率がプ

ラスからマイナスに転じた。その背景には，

06年７月のゼロ金利政策解除後に定期性預

金の金利が上昇したことがある。

個人預貯金に限ってみても，業態ごとに

タイムラグはあるものの，定期性へのシフ

トがみられる（第２図）。06年３月と07年

３月を比較すると，国内銀行の定期性預金

の伸び率は△3.2％から1.7％へと回復する

一方，流動性預金の伸び率は7 .8％から

資料　農協残高試算表， 日銀ホームページ       
（注）１　国内銀行， 信金は平残， 農協は末残。       

２　農協のデータは一般貯金（貯金計から公金貯金と金融機関貯
金を引いたもの）を用いている。 
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1,196億円から07年３月末の7,068億円へと

5.9倍に増加した。これは地銀上位行に匹

敵する規模である。郵便局で残高が伸長し

た背景には販売局数と販売人員の拡充があ

るとみられる。なお，公募投信純資産残高

に占める銀行等の割合は，06年３月末の

38.9％から07年３月末の43.0％へと上昇し

ている。

保険商品は，個人年金保険が人気を集め

た。06年度末の保有契約高は85兆8,636億

円となり，10年ぶりの高水準となった。特

に運用次第で将来の受取額が変わる変額年

金が伸びており，個人年金保険に占める変

額年金の割合は02年度末には２％に過ぎな

かったが，06年度末には10％を超えている。

その背景には，06年度の株高による好調な

運用実績と，民間生保各社が受取額の最低

保証をつけるなど，リスクを軽減した新商

品を導入して販売に力を入れていることが

ある。

金融広報中央委員会が実施した調査結果

によると，家計は金融商品を選択する際に

安全性を最も重視している

が、その割合は年々低下し，

代わりに収益性を重視する割

合が高まっている。こ
（注１）

の調査

結果から，家計は金融商品の

安全性を重視しつつも，市場

性金融商品を資産運用に組み

入れていこうとしていると推

測される。

（注１）金融広報中央委員会が実施している「家計
の金融資産に関する世論調査」（06年６～７月調
査）をみると、金融商品の選択の際に「安全性」
を最も重視すると回答した割合は04年51.1％，
05年48.3％，06年46.1％と低下したが、「収益性」
を最も重視すると回答した割合は04年13.9％，
05年14.7％，06年17.3％と上昇した。

農協貯金の前年比伸び率は，05年度下期

から低下しはじめ，06年７月末には1.0％

を下回った。06年度下期に伸び率は上昇に

転じ，07年３月末には1.7％となった（第３

表）。このような農協貯金の動向を，個人

利用者が中心である一般貯金（貯金全体か

ら公金貯金と金融機関貯金を差し引いたもの）

と，地方公共団体の公金貯金に分けてみる

ことにする。

（１） 利用者別の動向

一般貯金の前年比増加額は05年度から縮

小している（第３図）。その傾向は06年度

も続き，06年７月末の前年比増加額は0.7
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貯金 

　当座性 
　定期性 

貸出金 

　短期　 
　長期 

預け金 

有価証券 

第3表　農協主要勘定の動向 

資料　農協残高試算表 
（注）１　貸出金は公庫貸付，共済貸付，金融機関貸付を除く。 

２　短期貸出金, 長期貸出金からは（注１）にある公庫貸付金のみを除外。 

３　農協貯金の動向
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兆円となり，03年３月末以来の１兆円割れ

となった。しかし，06年８月末以降に前年

比増加額は緩やかな拡大傾向に転じ，07年

３月末には1.2兆円となった。その背景と

して，ゼロ金利政策解除後の金利上昇によ

り定期貯金へ預け入れが行われたことや，
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郵貯等からの預け替えが行われたことな
（注２）

ど

が指摘できる。

一般貯金の前年比伸び率は，07年３月末

で1.6％と前年度末より0.1ポイント低下し

た（第４表）。地域別にみると，06年度末

の一般貯金の伸び率が前年度末と比べて低

下した地域は６地域だった。

なお，国内銀行の個人預金に

ついては，06年度末の伸び率

が前年度末と比べて低下した

地域は無かった。

地域別の前年比伸び率を農

協の一般貯金と国内銀行の個

人預金で比較すると，農協が

国内銀行を下回った地域は05

年度末の４地域から06年度末

の10地域へ

と 増 加 し

た。個人か

らの資金調

達において

農協が国内

銀行に競り

負けている

かのようだ

が，07年度

に入ると農

協の一般貯

金の前年比

伸び率はほ

とんどの地

域で上昇傾

向にあり，

２０ 

１５ 

１０ 

５ 

０ 

資料　農協残高試算表 

（千億円） 

△５ 
０４年 
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第3図　利用者別にみた農協貯金の前年比増減額 
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第4表　地域別にみた農協一般貯金の動向 
〈国内銀行個人預金〉 

資料　農協残高試算表, 日銀『金融経済統計月報』           
（注）１　地域別集計では沖縄を除いている（全国計には含む）。 

２　　　色網掛けは国内銀行の伸び率を下回る地域。             
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農協の一般貯金の伸び率はタイムラグを伴

いつつも国内銀行の個人預金の伸び率へと

近づいていくと推察される（第４図）。た

だし，07年度にも農協の一般貯金の上昇が

みられない県域も存在している。

公金貯金は，05年度は前年比減少で推移

したが，06年度に入り減少幅が縮小し，06

年９月に前年比増加に転じた。公金貯金の

増加は07年３月末まで続いている。

このように一般貯金の前年比増加幅が拡

大したこと，公金貯金が前年比増加に転じ

たことが要因となり，06年度に農協貯金の

伸び率が上昇した。

（注２）農中総研が農協信用事業の動向を把握する
ために実施している「農協信用事業動向調査」
によると，農協貯金増加額の財源別割合をみる
と，他行からの預け替えは04年度24.2％，05年
度21.9％，06年度25.8％となっており，06年度
は前年度から3.9ポイント上昇した。

（２） 預入金額帯別・期間別の動向

06年度の農協貯金動向の特徴は，定期性

貯金の伸び率の上昇である。ゼロ金利政策

解除後に金利が上昇した定期性貯金に資金

が流入したため，定期性貯金の伸び率が上

昇し，06年度末には92年度末以来14年ぶり

に流動性貯金の伸び率を上回った。以下で

は，定期貯金に絞って預入金額帯別・期間

別に分析したい。

預入金額帯別に06年度末の定期貯金の伸

び率をみると，前年度末と比較して伸び率

の上昇幅がもっとも大きかったのは預入金

額１千万円以上の大口定期であり，7.0ポ

イント上昇して5.4％となった。なお，300

万円未満の小口定期は1.1ポイント低下し

て0.8％，300万円以上１千万円未満の中口

定期は4.5ポイント上昇して6.5％となった。

伸び率が大幅に上昇した大口定期は，定期

貯金の23.1％（07年３月末）を占め，定期

貯金の動向に大きな影響を及ぼしている。

預入期間別に06年度末の定期貯金の伸び

率をみると，前年度末と比較して伸び率の

上昇幅がもっとも大きかったのは預入期間

１年未満の短期の定期であり，15.5ポイン

ト上昇して3.0％となった。預入期間１年

の定期は2.7ポイント上昇して2.8％，預入

期間２年以上の定期は2.3ポイント低下し

て5.5％となった。

このように，06年度末には，１千万円以

上の大口定期および１年未満の定期で前年

度末にはマイナスだった伸び率がプラスに

転じた。公金貯金が大口定期，短期定期に

預け入れられたことが要因とみられる。た

だし，大口定期の前年比増加額が公金貯金

の前年比増加額を上回っているため，金利

を重視する個人の資金も大口定期に預け入

れられたとみられる。
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資料　第２図に同じ 
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月末の6.2％へと上昇した。しかし，06年

度になると，前年比伸び率は６月末の

6.7％をピークに徐々に低下し，07年３月

末には3.5％となっている。06年度では新

設住宅着工戸数や長期金利の先高感にもと

づく需要が前年度より落ち着いたことによ

り，民間住宅貸付の伸び率が鈍化したとみ

られる。

消費者信用では04年度から05年度上期に

かけて前年比伸び率はマイナスながらも回

復傾向にあった。しかし，06年度になると，

改正貸金業規制法（06年12月成立）による

上限金利の引下げや総量規制の影響で審査

基準が厳しくなり，消費者金融の融資残高

が減少した。06年度の消費者信用の前年比

伸び率は06年３月末の△0.6％から07年３

月末の△2.7％へと低下している。また企

業・政府等向けの前年比伸び率は06年12月

末にプラスからマイナスへと転じ，07年３

月末で△2.1％となっている。

公的金融機関貸出をみると，住宅金融支

援機構（旧住宅金融公庫）が直接融資を縮
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（１） 家計部門への貸出金の動向

日銀の資金循環統計で家計部門への貸出

金の動きをみると，これまでマイナスで推

移していた前年比伸び率は05年度に回復

し，06年３月末には0.9％まで上昇した（第

５表）。家計部門への貸出金の前年比伸び

率がプラスとなったのは，ほぼ５年ぶりの

ことである。

しかし，06年度に入ると伸び率が低下し

始め，再びマイナスへと転じた。07年３月

末の家計部門への貸出金の残高は326.7兆

円，前年比伸び率は△0.9％となっている。

民間金融機関の住宅貸付の伸びが鈍化した

ことに加え，消費者信用や個人事業者向け

の資金が含まれる企業・政府等向けの不振

が響いたことが影響している。

民間金融機関の住宅貸付（以下「民間住

宅貸付」という）をみると，05年度の前年

比伸び率は05年３月末の5.0％から06年３

前年比伸び率 残高 

０７年 
３月末 

前年比 
増減額 

構成比 
０７．３ ０４．３ ０５．３ ０６．３ 

０６年度 

０６．６ ０６．９ 

（単位　億円，％） 

貸出金   

　民間金融機関貸出  

　　住宅貸付（ａ） 
　　消費者信用 
　　企業・政府等向け 

　公的金融機関貸出金  

　　うち住宅貸付（ｂ） 

住宅貸付金合計（ａ＋ｂ）  

第5表　家計部門への貸出金の動向  

資料　日銀『金融経済統計月報』 
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１００．０ 

８０．６ 

４４．３ 
１１．７ 
２４．６ 

１７．０ 

１２．９ 

５７．３ 

△３０，４７０ 

２１，７５４ 

４９，５５５ 
△１０，５４２ 
△１７，２５９ 

△５０，６４６ 

△４３，００８ 

６，２９２ 

△１．４ 

１．４ 

７．７ 
△３．９ 
△４．５ 

△９．７ 

△１１．７ 

０．２ 

△１．３ 

０．８ 

５．０ 
△０．４ 
△４．８ 

△８．４ 

△１０．２ 

０．２ 

０．９ 

３．９ 

６．２ 
△０．６ 
２．３ 

△９．１ 

△１１．１ 

１．３ 

１．０ 

４．０ 

６．７ 
△０．９ 
１．９ 

△９．３ 

△１１．３ 

１．６ 

０．７ 

３．２ 

５．６ 
△１．４ 
１．４ 

△８．５ 

△１０．３ 

１．４ 

０６．１２ ０７．３ 

△０．６ 

１．４ 

４．４ 
△２．７ 
△１．６ 

△８．３ 

△１０．１ 

０．６ 

△０．９ 

０．８ 

３．５ 
△２．７ 
△２．１ 

△８．３ 

△９．２ 

０．３ 

４　個人等貸出金の動向



2.8％から0.7％へ，消費者信用では△1.4％

から△5.2％へといずれも前年比伸び率が

低下している。

このように，06年度では国内銀行，信金

とも個人貸出金の伸び率は低下傾向を示し

ている。伸び悩んでいる住宅資金について

は，証券化も含めた商品開発や店舗・IT戦

略，人材育成を進めることが課題となって

いる。
（注４）

（注４）渡部喜智・木村俊文（2007）「住宅ローン
需要の動向と地域金融機関のローン戦略」『農林
金融』２月号，８～12頁。

農協貸出金の前年比伸び率は05年度では

マイナスで推移していたが，06年３月末に

回復して△0.2％となり，翌４月末には0.4％

とプラスへ転じた。その後も前年比伸び率

は上昇を続け，07年３月末には2.3％とな

った。

当農中総研が実施している「農協信用事

業動向調査」によると，07年３月末におけ

る農協貸出金の用途別残高の構成比では，

賃貸住宅等建設資金（28.2％）と自己居住

用住宅資金（27.5％）の割合が高く，両者

で過半を占めている（第６表）。それらに

続いて，県市町村・公社公団貸付が13.2％，

生活資金が11.5％，農外事業資金が10.9％，

農業資金が6.1％となっている。

農協貸出金の動きを用途別にみると，賃

貸住宅等建設資金では，06年３月末に△

2.2％であった前年比伸び率が回復し，07

年３月末には1.3％とプラスに転じた。賃
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小しているため，公的住宅貸付の残高減少

が続いている（直接融資は07年３月末で終

了）。その一方で，住宅金融支援機構は民

間金融機関と提携した住宅ローン「フラッ

ト35」に力を入れ（03年10月開始），民間住

宅ローンの債権買取とその証券化支援を行

っている。フラット35を通じた住宅ローン

担保証券の発行金額は増加傾向にあり，06

年度で２兆円を超えている。また住宅ロー

ン担保証券を独自に商品化する国内銀行や

ノンバンクも増加しており，その市場規模

が拡大している。
（注３）

証券化されると統計上で

は貸付残高から外れるので証券化市場の拡

大も06年度における民間住宅貸付の伸び率

低下の要因となっている。
（注３）鈴木博（2007）「日本の住宅ローン証券化
の現状と今後の行方」『農林金融』８月号，30頁。

（２） 他業態における個人貸出金

国内銀行の個人貸出金をみると，前年比

伸び率は06年３月末の4.7％から07年３月

末の1.7％へと低下した。この背景には，

前述したように民間部門の住宅資金が06年

度に入って伸び悩んだことがあげられる。

国内銀行の住宅資金の伸び率は06年３月末

の6.4％から07年３月末の2.6％へと低下し

ている。また消費者信用では回復の兆しが

みられず，06年度中は△４％～△３％台の

伸び率で推移した。

信金においても個人貸出金の前年比伸び

率が低下しており，06年３月末の△0.0％

から07年３月末の△1.6％へとマイナス幅

が拡大した。その内訳をみると，06年３月

末から07年３月末にかけて，住宅資金では

５　農協貸出金の動向
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貸住宅等建設資金が好転した一部地域が全

体を引き上げたことによるもので，多くの

地域では低調に推移している。

自己居住用住宅資金の前年比伸び率をみ

ると，06年３月末の8.0％から07年３月末

の12.4％へと上昇した。住宅ローン統一商

品の推進とその渉外・融資体制の整備によ

って04年度以降に伸び率が高まっている。

さらに，07年３月末は統一商品の切り替え

時期となり，それに伴う需要増が生じたた

め前年比伸び率が上昇したとみられる。

県市町村・公社公団貸付の前年比伸び率

は07年３月末で17.3％と大きく上昇してい

る。自己居住用住宅資金とともに，県市町

村・公社公団貸付は貸出金伸長の牽引役と

なっている。この背景には，市町村合併や

それに伴う貸付先の事業進展で生じた資金

需要に農協が積極的に対応したことがあ

る。こうした積極的な貸付姿勢は貸付金額

の大きさや信用リスクの低さに基づくが，

その一方で金利の上昇局面で貸出金利の低

さを懸念する農協の意識も強くなってい

る。
（注５）

このように自己居住用住宅資金，県市町
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村・公社公団貸付の

いずれも高い前年比

伸び率を示している

が，地帯別にみると

都市部で伸び率が高

く，農村部で低くな

っており，地帯間に

伸び率の差が生じて

いる。

生活資金は，07年３月末の伸び率が△

2.5％と回復したものの，依然としてマイ

ナスで推移している。農家経済は好転して

おらず（前掲第１表），生活資金での借入を

控えていることが背景にある。また他行の

生活資金における各種ローンの攻勢も影響

している。

農業資金をみると，ここ数年の前年比伸

び率は持ち直す傾向がみられたが，07年３

月末には△7.3％と減少幅が拡大した。農

業をめぐる厳しい環境下で，近年では地銀

や第二地銀，ノンバンクといった民間金融

機関が農林漁業金融公庫と業務協力を結

び，農業分野へ進出している。こうした競

合関係が発生していることが農業資金の減

少の背景にあるといえよう。
（注５）江川章・若林剛志（2007）「平成18年度第
２回農協信用事業動向調査結果」『農林金融』５
月号，33頁。

02年度に始まった景気回復が06年度も続

き，雇用・所得環境が改善している。好調

な企業業績を背景に雇用者報酬の上昇など

おわりに

前年比伸び率 ０７年３月末 

残高 
構成比 

（単位　億円, ％） 

賃貸住宅等建設資金 
自己居住用住宅資金 
県市町村・公社公団貸付 
生活資金 
農外事業資金 
農業資金 

第6表　農協貸出金の用途別残高の伸び率推移 

資料　農中総研「農協信用事業動向調査」         
（注）　前年比伸び率は各年度第１回調査結果による。回答組合数は, ０２年３２２組合, ０３年３１０組

合, ０４年３１９組合, ０５年３１８組合, ０６年３０４組合, ０７年３１８組合である。 

２８．２ 
２７．５ 
１３．２ 
１１．５ 
１０．９ 
６．１ 

前年比 
増加 
寄与度 

０．４ 
３．１ 
２．０ 
△０．３ 
△０．８ 
△０．５ 

５．３ 
２．１ 
△１．８ 
△５．７ 
△１．９ 
△５．２ 

０３．３ 

３．７ 
２．３ 
６．１ 
△０．３ 
△８．１ 
△９．９ 

０４．３ 

３．２ 
８．５ 
２．０ 
△１．６ 
△６．１ 
△６．９ 

０５．３ 

△０．１ 
７．３ 
１．８ 
△６．１ 
△８．７ 
△４．８ 

０６．３ 

△２．２ 
８．０ 
４．６ 
△６．４ 
△５．６ 
△２．２ 

０７．３ 

１．３ 
１２．４ 
１７．３ 
△２．５ 
△６．７ 
△７．３ 

０２．３ 
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がみられ，景気回復の恩恵を家計も享受し

ている。

こうしたなか06年７月にゼロ金利政策が

解除された。ゼロ金利政策解除後の金利上

昇により，超低金利とペイオフ凍結解除の

影響で流出が続いていた定期性預貯金に資

金が戻りつつある。しかし，全銀協加盟の

銀行の決算状況をみると，預貸金利ざやは

伸び悩み，06年度の経常利益は前年度比△

9.2％の減益となった。ただし，投信，国

債，保険商品などの手数料ビジネスが好調

であるため，役務取引等利益は前年度比増

加した。

農協貯金の前年比伸び率は05年度から低

下してきたが，一般貯金の前年比増加額が

拡大したことと，公金貯金が前年比減少か

ら増加に転じたことにより，06年度下期に

上昇に転じた。伸び率の上昇は07年度に入

っても続いている。ただし，06年度末の農

協の一般貯金の伸び率と国内銀行の個人預

金の伸び率を地域ごとに比較すると，農協

の伸び率が国内銀行の伸び率を下回ってい

る地域が多い。

07年は団塊の世代の大量退職が始まる年

である。この世代の受給する退職金，年金

は農協貯金の大きな財源である。農協と競

合する金融機関もまた，金利優遇定期預金

などを受け皿にした退職金，年金の獲得に

取り組み，預かり資産ビジネスの伸長をも

くろんでいる。組合員の高齢化・リタイア

は，農業生産基盤の弱体化だけでなく，農

協経営基盤の弱体化をも意味する。それを

阻止するために団塊の世代へのアプローチ

は農協にとっての重要な課題である。

一方，農協貸出金の動きをみると，05年

度まで前年比伸び率はマイナスで推移した

が，06年度に入ってからプラスに転じ，そ

の後は上昇傾向にある。その内訳をみると，

自己居住用住宅資金と県市町村・公社公団

貸付が大きく伸長し，農協貸出金を引き上

げている。一部地域で好転がみられた賃貸

住宅等建設資金も農協貸出金の伸長に寄与

している。

自己居住用住宅資金については，統一商

品の推進体制を整備した効果が現れている

が，住宅ローン市場が成熟するなかで他行

との競合が激しくなっている。今後は商品

開発や業者ルートといった営業チャネルの

拡大を図っていくことが課題となる。

県市町村・公社公団貸付は市町村合併や

それに伴う事業進展で近年大幅に増加して

いるものの，金利リスクの懸念も生じてい

る。金利動向や地方財政改革の進捗状況に

よっては今後の貸出姿勢が変化する可能性

がある。

生活資金や農外事業資金，農業資金では

前年伸び率はマイナスで推移し，なかでも

農業資金は他行の攻勢もあり，減少幅が拡

大している。農業担い手や農業法人に向け

た営業体制を強化することも重要な課題だ

といえる。

はじめに，１～３節，おわりに

（研究員　一瀬裕一郎・いちのせゆういちろう）

４，５節，おわりに

（主任研究員　江川　章・えがわあきら）


